
論 説

1993年S N Aの表示

山 下

本稿は国連の｢1993年国民経済計算体系

(1993年SNA)｣の行列表示を試みるものであ

る.体系としてはUnited Nations etal. [27]

表2.8の統合経済勘定であらわされるシステ

ムを考えている.ただし行列形式は国民経済計

算〔国民会計〕のいくつかの表示方法のひとつ

にすぎない.そこで行列を示す前に,国民経済

計算というものがとる表示形式の意味づけをし

ておきたい.

1.国民経済計算システムの構築

1.1取引の意味

前稿(山下[29])の冒頭でも述べたように,

国民経済計算は,人間あるいは人間の作る組

織･機関でひとつの完結した単位とみなし得る

もの(これを経済単位または経済主体とよぶ)

が,経済社会の一定範囲の空間的領域において,

一定期間内に,他の単位を相手にして行う活動

のうち,対価を必要とするもの(あるいは対価

を帰属させ得るもの),または対価を要しない

一方的な移転･贈与であっても,その価額や価

値を評価でき経済的な意味をもつものを,観測

し,その価額を測定し,集計し表示すると同時

に,これらの活動の源泉でありまた結果である

資産･負債といった蓄積量も併せて表示するこ

とにより,当該経済の様相をあきらかにしよう

とする.国民経済計算が対象とするこうした活

動はふつう経済活動とよぶが,これらは数量と

してはフロー(量)としての性質をもち,後者

の資産･負債等の経済量はストック(量)の性

正 毅

質をもつ.以下,フローである経済活動に限定

して表示法を考えることにする.

経済活動は,ふたつの経済単位(経済主体)

のあいだの対価を伴う財貨･サービス,生産要

秦,債権･債務の受け渡しとしてあらわれる.

これを国民経済計算では取引(transaction)と

よぶ.ひとつの取引,たとえばある取引対象

(または取引実体:entity) eが経済単位1から

2へ引き渡される取引Tは,

㌔2- [㌔12,∬｡]′ < 1 >

というようにあらわすことができるであろう.

この式の右辺で,添字βは取引対象たる財等の

指標あるいは名称であり,添字12は,取引対象

が経済単位1から経済単位2-わたる取引であ

ることを示しており, γは物量単位であらわし

た取引量である.また7Teは取引対象eの1単

位あたり価格である.右辺は取引の内容を示す

単なるひとつの記法なのであるが,ベクトルと

見なすこともできる.

取引㌔12の価額つまり単位2が単位1に支

払う対価の流れはγe12×∬｡とあらわされ,そ

の値はベクトル<1>の内積

(γ｡12,∬｡) <2>

に相当する.

すなわちひとつの取引は<1>と<2>のふ

たつの形でとらえられることになる. <1>の
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プライム記号は,列ベクトルとするための転置

である.転置せず行ベクトルとしてあらわして

も構わない.期間中同じ取引が何回も繰り返さ

れる場合は,和をとってひとつの取引とするか,

それが何番目の取引であるかをあらわす指標を

つける必要がある.

表示の簡単化のためには,取引価額(-取引

量×価格,すなわち内積<2>)を㌔12にあ

てはめ,取引の表示とすることができる.この

場合は㌔12はベクトルでなく,ひとつの数値

(金額)である.企業会計においても国民経済

計算においてもふつうこの形をとっており,対

象の流れと対価の流れが同じ数値と名称で記録

される.

1.2 支払取引と受取取引

取引当事者であるふたつの経済単位のそれぞ

れにとって,取引実体(取引対象)の流れの方

向と取引の対価の流れの方向のふたつに関して,

各取引は流出(支払)と流入(受取)という互

いに反対の意味あいを持つ流れを含んでいる.

考察中の(上記<1><2>であらわされる)

取引についていえば,取引実体の流れは経済単

位1にとっては引き渡し(流出,供給,販売),

単位2にとっては受け取り(流入,需要,受領,

取得,購入)であり,対価については,一方

(単位1)がこれを受け取るのに対し,他方は

それを支払う.いかなる取引においても実体と

対価は互いに反対方向に流れるのであるが,早

位1に関してはこの(取引実体が1から2へ流

れる)取引を受取取引といい,単位2について

は支払取引という.つまり支払取引と受取取引

の区別は,対価の流れの方向によって行う.

取引の支払と受取の区別をはっきりさせるた

めには,支払取引と受取取引を表す指標pま

たはrを,式<1>と<2>の中に入れる必要

がある.実体の流れについては

Te12r- [Ye12r,Jre]′(単位1,受取取引)

Te12｡ - [Ye12｡,7re]′(単位2,支払取引)

対価については
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(γ｡12r,∬｡) (単位1
,受取取引)

(ye12｡,Ire) (単位2
,支払取引)

というようにである.ひとつの取引に関して4

通りの記述ができるという,いわゆる四重記入

原理(quadruple entry principle) (United
Na-

tions et. al. [27],p. ll, pp.23-4)はこのことを
指している.

移転取引においては,取引実体または対価の

どちらかが(少なくとも表面的には)見えない

ので,四重記入原理が成り立たないかのようで

ある.しかしたとえば租税支払いは,政府サー

ビス受益権の購入と解釈すればこの取引の各当

事者にとってそれぞれふたつの流れが存在する

ことになる.この場合,家計,企業という担税

者の支払取引,政府の受取取引となるが,取引

名称は｢政府サービス受益権販売(購入)｣と

ならず｢租税支払(受取)｣である.あるいは

被災地に対する政府の援助は,雁災者の政府承

認票を政府が援助物資や見舞金によって入手す

る取引と考えればよい.この場合は雁災者の受

取取引,政府の支払取引になる.援助物資･見

舞金が対価である.その他の移転取引にも同様

の解釈を与えることができるであろう.

このようにして,各経済単位は,ひとつの取

引を取引実体と対価の流れとしてとらえること

ができるので,その経済単位が一定期間中に遂

行する各取引について,次のような記録ルール

を定める.すなわち,それが受取取引ならば実

体の価額を左,対価の価額を右に書き,支払取

引ならばその道で,対価の価額を左,実体の価

額を右に書くというルールである.そうして各

経済単位において,ひとつ取引を行うごとに右

と左に1回ずつ取引実体と対価についての同じ

数値(取引価額)を記入して表にする.ある一

定の期間中の全取引に対してこのような記帳を

すると,左右に数字の並んだ一覧表ができるが,

右欄の記入値合計と左欄の記入値合計は等しく
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なる.

たとえば,経済単位1と2の,実体eに関す

る,単位1にとって受取取引,単位2にとって

支払取引である取引㌔12については,単位1

は

Te12r (Ye12r,7Fe)

と書き,単位1と3のあいだの実体′に関する,

単位1にとって支払取引である取引については,

同じく単位1は

(yf31｡,JTf) TL31｡

と書くであろう.また取引相手の単位2と単位

3も,これらの取引をそれぞれ

単位2 (ye12｡,Ire) Te12｡

単位3 Tf31r (Yf31r,7rf)

と記録することになる.

ただし,このようにすべての取引を単に左右

に振り分けて並べるだけでは,ほとんど意味が

ない.企業会計においては,取引対象の性質と

企業活動における各取引の意味がよく分かるよ

うな,それゆえに企業活動の諸側面がよく把握

されるような何種類かの表,すなわち勘定を定

義し,それらの勘定のどれかに取引を振り分け

て記入する.一定期間後に各勘定の記入値をと

りまとめ,集計し,一覧表示すれば,勘定の体

系が全体として,期中の企業活動の様相を把握

させるようになっている.ここでの議論の流れ

に直接関係しないが,企業会計では上記のよう

な取引(フロー量)を記録するフロー勘定に加

えて,債権･債務,資産･負債といったストッ

クを表示する勘定(ストック勘定,貸借対照

衣)を設けて,ある時点において企業が持つ活

動基盤,与件が示されるようにしている.

国民経済計算における取引の表示を次節で考

える.

第m巻 第2号(1996)

1.3 取引の表示形式

前節で書いたように,取引すなわち経済活動

をあらわすためには

a)取引村象(取引実体)の指標(名称,

種類), b)取引に関与する経済単位の指

標(名称,種類), c)取引量, d)取引

対象の価格(あるいは取引量と価格を乗じ

た取引価額), e)取引の方向(取引対象

の流れの方向)

が示されなければならない.マクロ会計あるい

は国民経済計算では,この記録範囲を経済社会

全体に広げようとするのである.しかし,経済

社会における全取引とこれに関与する単位を無

秩序に列挙しても,たとえそれが可能であると

しても無意味であるから,取引に関するデータ

を意味のあるものとするためにつぎのような作

業を行う.

1)取引対象の命名と類別:商品分類,中心

生産物分類(CPC),政府活動の目的別

分類,金融資産･負債項目,実物資産項

目,等.

2)取引単位(取引主体)の類別と部門の設

定:同質的生産単位と制度単位を規定し,

これらを類別してそれぞれ産業,制度部

門を定義する. (1993年SNAにおける

方法)

3)取引における村価の流れを示す,関与す

るふたつの主体から見て互いに反対方向

のフローの記述を消去(相殺)する.

(これによって,関与する2主体のそれ

ぞれから見た,取引実体の流れをあらわ

す,互いに反対方向のふたつの記述だけ

が残る.)

4)活動あるいは取引の類別と,プロセス

(生産,分配,消費,蓄積,支出,等)

の定義. (プロセスはそれが集まって経

済循環を形作るのであり,各取引はいず

れかのプロセスの構成因子となってい

る.)

5)各取引が,どのような対象物の,どのよ
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うな単位問の,どのような性格の取引で

あるかを考慮した上で,上の1), 2)

の分類によって作られたいずれかの類に

所属させ,類の指標をつけ,各類におい

ては,含まれる取引を集計する.これに

よって単位相互間の取引であったものが,

部門相互間,産業相互間,部門内,産業

内の取引として表示されるようになる.

6) 5)の操作で分類,集計された取引をさ

らにプロセスに振り分ける.

7)各取引プロセスの意味,部門相互の関係,

取引と取引の関係を明瞭に示し得る形式

(T勘定,行列,恒等式,等)を定め,

分類し集計した取引を記入する.通常の

場合, T勘定による表示がまず選ばれる.

その場合の記入のルールは,受取取引は

右(貸方),支払取引は左(借方)とす

る,というものである.各勘定において

貸方と借方(の合計)を均衡させるため

に残高(バランス項目)を設ける.定義

上かならずバランスする勘定は別である.

これによって個々の国民経済計算体系

の形式が決定される.現在どの国民経済

計算システムにおいても必ず採用されて

いる表示形式は複数のT勘定の体系で

ある.これを補完あるいは代替する方式

として勘定行列,継承勘定形式〔バラン

ス表形式,勘定連結形式〕,方程式体系

が適宜追加的に採用される.

T勘定体系の場合,取引勘定〔取引カ

テゴリー勘定〕は別として,ひとつの勘

定が経済循環の少なくともひとつのプロ

セスを表示する.複数個の勘定が連係を

持ちながら組み合わされ全体として経済

循環を表示するようになっている.

前に戻って取引Tの表示を考える.ここでは

取引の量的表示はベクトルでなく取引価額を表

す数値(スカラー)で与えられているものとす

る.
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kTeij (r/p)

k :プロセスを示す指標.生産,分配,消費,

蓄積,村外取引,等

e :取引対象の種類を示す指標:雇用者報酬

(労働力),財産所得(資本),消費財,

資本財(固定資本,在庫品),資産･負

債(現金通貨,預金,有価証券,等),

非営利サービス(政府サービス,教育

サービス,等)

2 :取引対象の出発元の単位の指標

j :取引対象の受入先(受取相手)の単位の

指標

(7/P) :受取取引ならばr,支払取引ならばp

1993年SNAでは経済活動の単位として,刺

度単位と同質的生産単位を規定している.これ

らをそれぞれ類別して,制度別分類による制度

部門(sector)と活動別分類による産業

(industry)が形成される･制度部門をNl,

N2, ･･･, Nn, &#%Ml, M2, ,
Mm

とおくと,これらはいま述べた経済単位(経済

主体) (制度単位,同質的生産単位)の指標i,

jの集まり(集合)である.あとで示すように

93年SNAの統合経済勘定はすべての勘定を制

度部門別に表示している.

i ∈ Ngである取引Teij, (受取取引)

j∈ Nhである取引Teij｡ (支払取引)

は部門NgとNhの取引である･

制度部門Ngの取引は次のようにあらわすこ

とができる.

T(Ngr)
≡ iTeijrli∈ Ngl (受取取引の集合)

T(Ng｡)
≡ lTeij｡1j∈ Ngi (支払取引の集合)

制度部門はふたつしかないものとし,対外取

引はないとすれば,取引の集合は相手制度部門

の指標をつけて次のように表示できるであろう.
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部門1 部門2

部門 受取 Tllr T12r
1 支払 Tllp T12p

部門 受由 T21r T22,

2 支払 T21p T22p

これらの集合をさらにそれが属すプロセスと

取引対象によって分割し,部分集合を作る.各

部分集合の取引を,プロセスを表示するどれか

の勘定に振り分け,必要ならば集計の上記入す

る.支払取引は左(借方)に,受取取引は右

(貸方)にというのが原則である.これで制度

的観点から経済循環を表示する勘定体系ができ

る.

産業についても同様の作業をすることができ

る.生産構造,技術構造を反映した勘定システ

ムを得ることができる.

これが国民経済計算システム構築のプロセス

のひとつである.

2.行列による93年SNA続合経済

勘定の表示

2.1統合経済勘定(全体経済)の行列表示

行列表示は,仝経済循環における各取引の意

味と取引相互の関係,部門と部門の関係を視覚

的に一目で把握できるようにするという利点が

ある.ここではまず93年sNAの,部門分割を

しない全体経済の勘定の行列表示をしよう.前

稿(山下[29])のくり返しになるが,伝統的

勘定形式による表示を示しておきたい.

A.0 財貨･サービス勘定

源泉 使途

国内産出3604

生産物税133

中間消費1883
最終消費1399

総資本形成414
財貨.サービス 財貨.サービス

の輸入499 の輸出540

A.1生産勘定

使途 源泉

中間消費1883 財貨.サービス
固定資本減耗.222 の国内産出3604

純付加価値(国内 生産物税(純額)133
純生産)1632

A.2 所得生成勘定(所得発生勘定)

-------の下はバランス項目

A.3 第一次所得配分勘定

財産所得(支払) 391

第一次所得バランス(純額)

/国民所得(純額)
1661

営業余剰(純額) 247

混合所得(純額) 432

雇用者報酬 766

生産税･輸入税一補助金
191

財産所得(受取) 416

A.4 所得第二次分配勘定

所得･富等への経常税
212

社会的負担金 332

現物社会移転以外の
社会的給付 332

その他の経常移転 269

可処分所得(純額)
1632

第一次所得バランス(純額)
/国民所得(純額) 1661

所得･富等-の経常税
213

社会的負担金 322

現物社会移転以外の
社会的給付 332

その他の経常移転 239

A.5 現物所得再分配勘定

現物社会移転 228

調整済可処分所得
(純額) 1632

可処分所得(純額)

現物社会移転

A.6 所得使途勘定

最終消費支出 1399

(-現実最終消費)

貯蓄(純額) 233

年金基金家計純持分

の変動に対する
調整 11

可処分所得(純額)
1632

年金基金家計純持分

の変動に対する

調整 ll
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A.7 資本勘定

経国定資本形成 376

在庫変動 28

固定資本減耗 -222

貴重財の取得

一処分
10

非生産･非金融資産

の取得一処分 0

純貸出(+)/

純借入(-) 38

貯蓄(純額) 233

資本移転純受取 -3

貯蓄および資本移転

に起因する正味

資産変動 230

-の下の項目は合計(以下同)

----の下はバランス項目(以下同)

A.8 金融勘定

A.9 その他の資産量変動勘定

A.10 再評価勘定

名目保有利得(+)/

保有損失(-)
非金融資産 280

生産資産 (126)

非生産資産(154)
金融資産 84

名目保有利得(+)/

保有損失(-)
負 債 76

名目保有利得(+)/

保有損失(-)に起因
する正味資産変動

288

(129) 39

A.11海外勘定(1)経常勘定

財貨･サービスの輸出

540

雇用者報酬 6

生産･輸入税一補助金
0

財産所得 63

所得･富等-の経常税
1

社会的負担金 0

現物社会移転以外の
社会的給付 0

その他の経常移転 9

年金基金家計純持分の
変動に対する調整0

経常対外収支 -41

財貨･サービスの輸入
499

雇用者報酬 2

生産･輸入税一補助金
0

財産所得 38

所得･富等-の経常税
0

社会的負担金 0

現物社会移転以外の

社会的給付 0

その他の経常移転 39

年金基金家計純持分の

変動に対する調整0

A.12 海外勘定(2)資本勘定

A.13 海外勘定(3)金融勘定

金融資産純取得額 50 純貸出/純借入 -38

負債純負担額 88

A.14 海外勘定(4)その他の資産量変動勘定

A.15 海外勘定(5)再評価勘定

以上の体系をマトリックス形式にすると表1

のとおりである.
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表1 1 9 9 3 年 S N A 統 合 経 済 勘 定

財耳.サ

-ビス抽

E3El
勘定

所得生成

勘定

取引項目

車一次所

主二-Jー一

取引項目

Jr用着生産物その他耗営#耗浪合
所得集ニ

次分-巳抽 所得,社会Aその 金基点終好事
定 報M8i-補生産我余剰所得 二■,.i;I 定 定 書等ヘ担/社の捷 家計渦★~(耗顔)

助金一補助 の経常会給付移転 持分
金 戟 ■l

財井.サ-ビス勘定 1883
l399

生産勘定 3604 760

所得生成勘定 1632

敬

引

項
日

雇用者報幹H

生産物税(鈍額)

他生産我(鈍額)

純嘗#余剰

耗5昆含所得

133

762

l33

58

247

432

-760

-133

-5S

国民純所得
39l

166l

第一次所得配分独走 76613358247432416

所得第ニ次分配勘定 l661 213654239

敬

引

項

E]

所得,書等

ヘの軽常群
社会A連/片付

その他の経常移転

212

654

269

E]
年金美食家軒耗持

分の変相Pl‡

:i:,～喜

貯f(耗頼)

l632

所得使途勘定
1

r■JL=1JFT=

233

粧

引

項

E]

E5l定jt本/在Jf叫

固定j(本城耗

★王財/非生産

‡産耗取得
-:.L-.:.:.

推賞出/耗借入

金融jt産絶叫

222

金融勘定

その他の

jt産I変Ib勘定

取引

項El
～-.三j~L,:

非全篇jt鹿

再評価勘定

港

外

Eヨ

定

経常勘定 499 2003S 39 0

井本勘定

金3t勘定

その他の米産I

変動勘定

評価勘定

2.2 部門別勘定体系(国内2部門,海外)の

行列表示

統合経済勘定を国内5部門で行列表示すると

膨大なものになるので, ｢非金融法人企業部門｣

と他の4部門を合わせた｢その他4部門統合部

門｣としてフロー勘定部分を行列表示したのが

表2である.また通常の勘定形式で書いたもの

がB.0以下の勘定である.

所得生成勘定〔所得発生勘定〕 (勘定B.2)で
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(全 体 経 済) の 行 列 表 示

(131) 41

所得使途

3b定

**

勘定

取引項目

金融

勘定

その他の

*j*I

取引項El

再評価

勘定

海外勘定

固定jt同定jt*王肘矢本移耗突出免tA純 Adt正味 At* Eコ■ヨ.L,::..: その他 再評価
本/在本漉/非生転/qf

J+晶増産*産耗借入

耗取得

変Ib勘定 jt産 勘定 勘定 勘定 の‡産

I空地

勘定

Ab定

40410 540

名

0

0

63

1

0

9

ll

l399

233

-3

404

-222

10

38

641

-3S

50

38603

-217

5

10 (l9)

84

28○

0

0

7

0

76288

3 -41

-3888

00

34

は,雇用者報酬の支払は非金融法人企業が545,

統合4部門が217であるが,行列表示のために

前者は他部門と海外に544と1,後者は自部門

と海外に216と1支払うと想定した. (第一次所

得配分勘定の行(貸方)に雇用者報酬が来るの

で,これと結びつくように,あるいはこれとの

関係が分かるようにしなければならないからで

ある.)続合経済勘定では国内で雇用者報酬は

すべて家計部門で取得されることになっている

ため,次の勘定(第一次所得配分勘定)では続
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合4部門が国内から760 (544+216),海外から

6の計766を受け取る形になる.それを｢雇用

者報酬の支払と受取｣という表にして示した.

所得生成勘定では雇用者報酬は国内概念でとら

えられており,次の勘定B.3で雇用者報酬を

国内と海外から受け取るので,第一次所得バラ

ンスに含まれる雇用者報酬は国民概念で表示さ

れている.営業所得,混合所得,財産所得,等

についても同様のことが言えるから,第一次所

得バランス全体が国民概念ということになる.

ここでは統合経済勘定に示されていない支払

と受取の明細を勝手に決めたが,実際に支払先

別(受取部門別)のデータが得られない場合は,

どのように表示すればよいか.いろいろな方法

があると思われるが,表3のような形も可能で

ある.ただし所得生成勘定と第一次所得配分勘

定だけを示してある.

B.0 財貨･サービス勘定

その他4

部門統合

非金融

法人企業
源泉 使途

非金融

法人企業

その他4

部門統合

1851 1753 国内産出給計 中間消費 899

250

984

126

1

4

33

99

生産物税一生産物 最終消費
補助金 総資本形成
財貨.サービス 稔固定資本形成
の輸入 在庫変動

貴重財の取得-処分

財貨.サービス

の輸出

262

28

540

i

B.1生産勘定

その他4

部門統合

非金融

法人企業
使途 源泉

非金融

法人企業

その他4

部門統合

982 899 中間消費 財貨,サービス 1753 1851

85 137 固定資本減耗 の国内産出

782 717 純付加価値
(-国内純生産)

-------の下はバランス項目(以下同)

B.2 所得生成勘定



表z
1993年SNA統合経済勘定部門別表の行列表示(国内2部門,海外)
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1993年SNAの表示(山下 正毅)

雇用者報酬の支払と受取

支払部門 受取

合計非金融法人企業 その他4部門統合 海外

受取部門

非金融法人企業

その他4部門統合 544 216 6 766

海外 1 1 2

支払合計 545 217 6

表3 1993年SNA統合経済勘定部門別表(国内2部門,海外)の行列表示:方式2

(133) 43

部門l(非金融法人企業) 部門2(その他4部門統合) 海外部門

財貨.

サービ

ス勘定

生産

勘定

所得
生成

勘定

取引項目
第-次所得
配合勘定

生産
勘定
所得生成
勘定

第一次所得

配分勘定

経常勘定 資本勘尭

雇用生産その純営純浪財産

者軸物朝地生業会合所所得
那-輔産我利得

助金一補
助金

国民

純所
得

財貨.サービス勘定 899 984 540

生産勘定 1753 133

所得生成勘成 717

敬
引
項

日

JE用者報酬
生産物税(絶類)
他生産税(絶類)

純営業余剰
混A

133

545

51

121

217

7

126

432

6

0

0

財産所得

国民純所得

第-次所得配分勘定 12186

敬

引
項
目

牡鹿所得
集-次所得
バランス

所得官等経常税
社会負担
社会絵付

その他の雇常移転

135

72

256

l5S9

63

782

63

生産勘定 1851

所得生成勘定

第-次所得声己分勘定 76613358126432330

海

舛

E3
門

海

外

勘

定

経常勘定 499 2003S

資本勘定 -41

金融勘定

その他の資産I
要勅勘定

再評価勘定
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B.3 第一次所得配分勘定

その他4

部門統合
非金融
法人企業

使途 源皐
非金融

法人企業

その他4

部門統合

256 135 財産所得(支払)

営業余剰(純額)

混合所得(純額)
雇用者報酬

財産所得(受取)
生産物税-補助金

その他の生産税

121

86

126

432

766

330

133

581589 72 第1次バラン

ス(純額)/国民
純所得

-補助金

ここでも行列表示の便宜のために,財産所得

の受け払いについて下表のようなイ反走をした.

このような明細データが得られないときの表

示方法はこれも表3に示した通りである.

財産所得の部門間受払

支払部門 受取

合計非金融法人企業 統合4部門 海外

受取部門
非金融法人企業 30 36 20 86

続合4部門 80 207 43 330

海外 25 13 38

支払合計 135 256 63

B.4 所得第二次分配勘定

24 所得･富等への
経常税

社会的負担金
現物社会移転以外

の社会的給付
その′他の経常移転

可処分所得(純額)

第一次所得バランス

(純額)/国民純
所得

所得･官等への
経常税

社会的負担金
現物社会移転以外

の社会的給付
その他の経常移転

所得第二次分配勘定(勘定B.4)では｢そ

の他の経常移転｣が部門間の支払･受取の明細

を必要とする.

は現物社会移転を加除して調整済可処分所得を

導出する勘定であるが,一般政府,非営利機関,

家計を同一部門(4部門統合)に組み入れる部

門編成になっているので,現物社会移転は同一

次の勘定(勘定B.5,現物所得再分配勘定) 部門内の取引となり,調整済可処分所得は可処
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その他の経常移転の部門間受払

支払部門 受取

合計非金融法人企業 統合4部門 海外

受取部門

非金融法人企業 7 2 1 10

統合4部門 2 219 8 229

海外 1 38 39

支払合計 10 259 9

B.5 現物所得再分配勘定

その他4
部門統合

非金融
法人企業

使途 源泉
非金融

法人企業
その他4
部門統合

228

1583 49

現物社会移転

調整済可処分所得
(純額)

可処分所得(純額)

現物社会移転

49 1583

228

B.6 所得使途勘定

最終消費支出
(-現実最終消費)

貯蓄(純額)
年金基金家計純持分

の変動に対する
調整

可処分所得(純額)

年金基金家計維持分

の変動に対する
調整

B.7 資本勘定

6

2

5

8

7

2

8

1

l

250

26

137

2

-7

総固定資本形成

在庫変動
固定資本減耗
貴重財の取得一処分

非生産･非金融資産

の取得一処分

純貸出(+)/

純借入(-)

貯蓄(純額)
資本移転純受取

貯蓄および資本移転

に起因する正味
資産変動

分所得に等しくなってしまう.そういうことも

あって行列表示ではこの勘定を省略した.

(135) 45

勘定B.7,資本勘定は,資産蓄積源泉の自

己調達としての貯蓄と資本移転受取を貸方に示

し,実物資産の蓄積を借方に示す.実物資産の
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B.8 金 融 勘 定

その他4

部門統合
非金融
法人企業

使途 源泉
非金融

法人企業
その他4
部門統合

570 72

(17)

金融資産純増
純貸出(+)/純借入(-)
負債純増

-68

140

(o)

106

463

(132)
EEE] 貨幣用金およびSDR 貨幣用金およびSDR
(102) 通貨および預金 通貨および預金
(120) (17) 株式以外の証券 株式以外の証券 (6) (117)
(217) (27) 貸付金 貸付金 (71) (146)
(42) (2) 株式その他の持分証書 株式その他の持分証書 (26) (17)
(36) (0) 保険の技術的準備金 保険の技術的準備金 (o) (36)
(54) (7) その他の受取項目.支払項目 その他の受取項目.支払項目 (37) (15)

蓄積に対する自己調達源泉の過不足が純貸出･ 金融勘定を行列表示する場合も,金融資産と

純借入である. 負債の部門相互間の増減関係のデータが必要で

ある.そこで下表のように想定し,作表した.

1.非金属法人企業 2,その他4部門 海外 負債純増

部門1 △L11(-△F11) △L12(-△F21) △Lla(-△Fa1) △L1

25 85 30 140

部門2 △L21(-△F12) △L22(-△F22) △L2a(-△Fa2) △L2

35 408 20 463

海外 △La1(-△Fla) △La2(-△F2a) △I

ll 77 88

金融資産純増 △F1 △F2 △Fa

71 570 50

B.9 その他の資産量変動勘定
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B.10 再評価勘定

144

名目保有利得(+)/

保有損失(-)
非金融資産
生産資産

非生産資産
金融資産

名目保有利得(+)/

保有損失(-)
負債

名目保有利得(+)/

保有損失(-)に起因
する正味資産変動

B.11海外勘定(1) `経常勘定

使 途 源 泉

540

6

0

63

1

0

0

9

0

-41

財貨･サービスの輸出
雇用者報酬

生産･輸入税一補助金
財産所得

所得･富等への経常税
社会的負担金

現物社会移転以外の
社会的給付

その他の経常移転
年金基金家計維持分の

変動に対する調整

経常対外収支

財貨･サービスの輸入

雇用者報酬
生産･輸入税一補助金

財産所得
所得･富等への経常税
社会的負担金

現物社会移転以外の
社会的給付

その他の経常移転
年金基金家計純持分の

変動に対する調整

3

9

2

0

8

0

0

0

9

0

3

B.12 海外勘定(2)資本勘定

B.13 海外勘定(3)金融勘定

B.14 海外勘定(4)その他の資産量変動勘定

(137) 47
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B.15 海外勘定(5)再評価勘定
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